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研究成果の概要（和文）：太陽電池、リチウムイオン電池の生産を手掛ける日本の大手電機メー
カーには技術的な優位性を収益に結び付けるための総合的な戦略が欠如している。つまり、技
術的優位＝競争優位として捉える思考が強い半面、その技術的優位を生かして長期的に安定し
た収益を確保するための総合戦略を構想する力は弱いといえる。そのために、技術的優位が崩
れ、製品がコモディティ化した場合、競争力を失う可能性が高いといえる。本研究では、大手
電機メーカーへのヒアリング調査と関連する文献サーベイにより、日本の大手電機メーカーの
抱える問題点を明らかにした。 
 
研究成果の概要（英文）：Major Japanese electronics manufacturers involved in the 
production of solar cells and lithium ion batteries do not have a comprehensive strategy 
to link their superior technology with turning a profit. In other words, the idea that 
technological superiority = competitiveness is only half the story. In these companies, 
the conceptual abilities needed to formulate an overarching strategy to maintain stable 
profits over the long-term by making use of a technological lead are weak, and for this 
reason, such a technological lead could be lost, and if products are commoditized, these 
companies might lose their competitiveness. Through interviews and literature surveys, 
this research has clarified the problems facing major Japanese electronics manufacturers. 
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１．研究開始当初の背景 
(1)電気自動車や太陽光発電パネル等、低炭
素のプロダクト・イノベーションが進行する
中、リチウムイオン電池や太陽電池等、電池

開発をめぐる競争が過熱し、21 世紀は電池の
時代といわれる状況が生まれていた。 
 
(2)日本企業は電池開発競争において先行し、
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技術的優位性を持っていたが、韓国や中国の
企業も追い上げてきており、とりわけ太陽電
池に関しては製品がコモディティ化して、価
格競争が激しさを増しつつあった。 
 
(3)日本の電機産業を取り巻く環境は厳しさ
を増しており、ソニーに代表されるように、
かつて圧倒的な競争力を誇った企業が輝き
を失い、ヒット商品を生み出せないばかりか、
価格競争に敗れて構造的な赤字体質に陥っ
ていた。総花的な経営を改革し、選択と集中
を推進し、新思考の経営戦略を構築すること
が喫緊の課題となっていた。 
 
２．研究の目的 
(1)リチウムイオン電池や太陽電池に関して、
その生産を手掛ける日本企業が現在有して
いる技術的優位性を維持し、市場において安
定した持続的な競争優位を確保し、収益を上
げ続けるために求められることは何かを探
ることが本研究の目的である。 
 
(2)日本企業はかつて圧倒的な競争力を誇っ
ていた DRAM や液晶ディスプレー、薄型 TV 等
において韓国や台湾、中国の企業との競争に
敗れ競争力を失った。電池においても同じ轍
を踏むのではないかという危機意識が本研
究の問題意識である。 
 
(3)かつてマイケル・ポーターは「日本企業
には戦略がない」と称したが、現在の日本企
業に持続的な競争優位を獲得するための高
度な戦略思考が欠けていることは確かであ
る。DRAM や液晶ディスプレー、薄型 TV で韓
国や台湾、中国企業との競争に敗れたのは、
技術開発の競争においてではなく、技術的な
優位性を収益に結び付けるための戦略が欠
如していたからである。こうした過去の失敗
から学び、新しい戦略の構築のために必要な
データを提供することは、本研究の重要な目
的である。 
 
３．研究の方法 
(1)研究の方法はヒアリング調査と文献調査
を組み合わせて行った。まず、本研究課題に
関連した国内外の文献を収集し、基本的な理
論的フレームワークを設定した。その上でヒ
アリング調査に必要な仮説を構築した。 
 
(2)ヒアリング調査は電池の生産を手掛ける
電機メーカー各社に調査協力を依頼し、大手
電機メーカー４社から調査協力を得た。事前
に質問票を送付し、その回答に基づきながら
聞き取りを行った。 
 
(3)文献調査は研究期間を通して継続的に進
め、ヒアリング調査の結果を分析する過程で

理論的フレームワークの修正作業を行った。
さらにそれに基づいて再度のヒアリング調
査を実施した。 
 
４．研究成果 
(1)文献調査の結果、競争優位をめぐる理論
が 1990 年代以降、大きく変わってきている
ことを確認できた。すなわち、1980 年代まで
は市場の競争ルールを根底から覆すような
破壊的イノベーションは創造されておらず、
既存モデルの練磨（インプルーブメント）こ
そが競争優位の源泉であった。このため、生
産現場の改善活動などに優れた知識、ノウハ
ウを有する日本企業が市場において競争優
位を獲得することが出来たのである。ところ
が 1990 年代に入ると、いわゆる IT 革命がア
メリカから起こり、競争のルールが大きく変
わった。グローバリゼーションと IT 革命が
同時並行的に進行するなかで、成長著しいア
ジア諸国との協業などを視野に入れたオー
プンイノベーション戦略など斬新な戦略が
次々と登場するようになる。つまり、競争優
位の源泉がインプルーブメントからイノベ
ーションに変わったのである。2004 年にアメ
リカで出された「パルミサーノ・レポート」
はイノベーションこそが競争力の源泉であ
ることを明白に述べている。 
 
(2)1990 年代以降、日本企業がかつての競争
優位を失ったことは周知の事実である。これ
には 1990 年代初めのバブル経済の崩壊とそ
の後の長い不況期というマクロ経済的要因
も関係しているが、競争優位の源泉が変わっ
たにも関わらず、日本企業の多くがその変化
に適切に対応できなかったことも大きい。こ
うした日本企業の行動は、クリステンセンの
主張するイノベーションのジレンマの議論
において確認することができる。過去に成功
体験を持つ優れた企業ほど破壊的技術への
対応に遅れ、市場から淘汰される危険性が高
まるというクリステンセンの議論は、80 年代
に既存モデルの練磨により世界市場を席巻
した日本企業が、その成功体験故に 90 年代
以降の破壊的イノベーションへの対応に遅
れ競争優位を失ったと見ることができる。ま
た、「個体群生態学モデル」の研究で知られ
るハナン、フリーマンの議論も組織は本来的
に強い慣性を有しており、新しい環境への適
応に抵抗するというものであり、同じく日本
企業の行動を説明するのに役立つ理論であ
る。 
 
(3)以上の様な文献研究から本研究では次の
ような理論的フレームワークを構築した。 
「日本の電機産業に属する大手企業は、リチ
ウムイオン電池や太陽電池の開発において
先行しており、技術的な優位性を持っている。



 

 

しかしながら、グローバル化が加速する中で、
先行する企業が技術的優位性を保持できる
期間は短くなっており、現在の優位性を今後
とも維持していくためには、技術的優位性が
長期的に安定した収益をもたすことを可能
にする総合的な戦略を構築する必要がある」 
そしてこの理論的フレームワークに基づき、
以下の仮説を設定した。 
①日本の大手電機企業は 1980 年代にインプ
ルーブメントで世界最強の競争力を誇った
成功体験を持っており、技術や品質へのこだ
わりが強い。 
②その反面、技術的優位性が崩れ、製品がコ
モディティ化して価格競争に陥った場合、そ
れを克服するだけの総合的な戦略は欠如し
ている。 
 
(4)上記の仮説を検証するため、実態調査を
行った。調査対象企業４社に対して事前に質
問票を送って解答してもらい、それに基づい
て担当者へのインタビューを行った。その後、
調査結果を精査し、１社については再調査が
必要と判断し、再度のインタビューを実施し
た。尚、調査に際して、調査対象企業から研
究成果を公表する際に企業名を公表するこ
とについて了解をとっていなかったため、調
査対象企業についてはＡ社、Ｂ社、Ｃ社、Ｄ
社と記す。但し、４社ともリチウムイオン電
池、太陽電池の生産において日本を代表する
企業である。以下に各社の回答の概要を記載
する。 
①Ａ社の回答 
・太陽電池やリチウムイオン電池はもともと、
技術的な差異は難しく、したがって韓国や中
国の企業に対する技術的優位性も小さい。 
・太陽電池に関してはすでにコモディティ化
が進んでおり、価格競争が激しくなっている。 
・リチウムイオン電池に関しては「安全性」
「小型化」「蓄電容量」「コスト」がキーワー
ドであり、とりわけ「安全性」についてはＡ
社も含めて日本企業の技術力は高い。 
・韓国や中国の企業との間で価格競争が激化
することは予想しており、一層のコスト削減
を図るとともに品質の向上を目指す。 
②Ｂ社の回答 
・太陽電池に関しては日本企業と外国企業の
技術的な差は小さい。電気への変換効率では
日本企業の技術的優位性はあるが、最終的に
はコスト競争力は決め手となる。 
・Ｂ社は品質を最も重視しており、品質を伴
わない価格競争は無意味であると考えてい
る。この点で韓国や中国に対する優位性は大
きい。 
・Ｂ社は太陽光発電パネルの生産を川上から
川下までの一貫体制で行っており、そこで培
われる「現場力」こそがＢ社の競争優位の源
泉である。 

③Ｃ社の回答 
・太陽電池の差別化は図りにくいため、最終
的には価格が決め手となる。価格力アップの
ため、変換効率の向上と生産性の向上に取り
組んでいる。 
・太陽電池は耐久消費財と異なり、２０年、
３０年と長く使用されるものであるため、製
品に対する「信頼性」が重要なファクターと
なる。 
・価格競争を勝ち抜くため、生産体制の川上
から川下に至るバリューチェーンの見直し
を行っている。 
④Ｄ社の回答 
・リチウムイオン電池は日本で開発された蓄
電池であり、日本企業の技術的優位性は揺ら
いでいない。 
・かつては発火事件をおこすなど安全性に問
題があったが、この問題は技術的に解決され
ており、安全性と品質において日本企業は世
界最高水準にある。 
・リチウムイオン電池の性能は材料の開発や
材料間の組み合わせに大きく関わっており、
素材産業の裾野が広い日本企業は有利な環
境にある。中国や韓国の企業も追い上げてき
ているが、そう簡単に追いつけるものではな
い。 
 
(5)以上の調査結果から仮説はある程度、実
証されたといえる。つまり、日本企業には自
社の技術力や品質への強い自負、こだわりが
ある反面、製品がコモディティ化し、価格競
争になった場合、それを勝ち抜くだけの総合
的な戦略が欠如しているという特徴が調査
結果からも読み取ることができる。そして、
そうした日本企業の特徴を文献研究により
得られた理論的フレームワークで説明する
ことも可能である。 
高い技術力や品質を有し、プロダクト・イノ
ベーションを創造する力を持ちながら、日本
の電機産業が何故、苦境に喘いでいるのか。 
それは技術開発やプロダクト・イノベーショ
ンで先行し、一時的に市場において競争優位
を獲得しても、それを安定した収益に結び付
けるための総合的な戦略が欠如しているか
らに他ならない。４社の調査結果から明らか
なように、日本企業には技術的優位性を持続
的な競争優位性に昇華させるための戦略を
構想する能力が欠如しているといえる。 
こうした課題を明らかにできた点が、本研究
の成果である。 
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